
（公開様式）

前年度予算額 要求額 予算額

1,009億7,375万円 971億6,499万円 955億2,733万円

◆主な事業の内容

平成29年度

予算額 要求額 査定額

□ 要求どおり

■ 積算内容精査

□ 事業内容精査

□ 要求どおり

■ 積算内容精査

□ 事業内容精査

□ 要求どおり

■ 積算内容精査

□ 事業内容精査

□ 要求どおり

■ 積算内容精査

□ 事業内容精査

□ 要求どおり

■ 積算内容精査

□ 事業内容精査

□ 要求どおり
■ 積算内容精査
□ 事業内容精査

54億8,060万円6 障害者支援課 自立支援給付等業務

障害の程度や環境（社会活動・介護者・居
住）をふまえ、個別に支給決定が行われる法
定給付（介護・訓練・補装具・自立支援医
療）。

53億9,940万円 57億9,399万円

8億9,187万円

5 長寿支援課
介護保険特別会計介護保険
事業勘定
地域包括支援センター業務

日常生活圏域を基本として地域包括支援セン
ターを設置し、専門職員（保健師等、社会福
祉士等、主任介護支援専門員）を配置のう
え、総合相談支援業務等を実施する。

3億9,892万円 4億730万円 4億464万円

4 長寿支援課

介護保険特別会計介護保険
事業勘定
介護予防・生活支援サービ
ス事業

要支援者等に対して、要介護状態等となることの
予防等及び地域における自立した日常生活の支援
を行い、生きがいのある生活や人生を送ることが
できるよう、訪問型・通所型サービス、その他の
生活支援サービスを提供する。

5億3,295万円 9億113万円

75億円

3 長寿支援課 生きがい対策等業務
生涯現役社会づくりの推進をめざし、高齢者
の生きがいづくりを支援するための助成・祝
典開催などを行う。

1億3,329万円 1億2,252万円 1億1,638万円

2 生活支援課 生活保護法による保護業務
生活保護法他関係法令に基づき、生活困窮者
に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護
を行い最低生活の維持と自立助長を図る。

78億円 75億6,411万円

査定理由

1 福祉政策課 生活困窮者自立支援業務
生活保護に至る前の段階の自立支援策の強化
を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支
援事業等の支援を行う。

4,164万円 4,187万円 4,156万円

福祉部

No. 課所室名 事業名 事業概要
平成30年度



（公開様式）

前年度予算額 要求額 予算額
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740万円10 介護保険課 人材確保定着支援業務

介護サービスの需要に応えるため、介護職員
の業務負担の軽減、介護事業所のイメージ
アップ等を図り、人材の確保・定着を促進す
るもの。

新規 800万円

1億3,104万円

9 保険年金課
国民健康保険特別会計
徴収業務

国民健康保険制度の適正かつ安定した運営を
図るため、制度運営に要する費用の主要な財
源となる保険料収入の確保に努める。従来の
収納対策業務に加えて引き続き保険料コール
センター業務を行う。

6,807万円 6,470万円 5,786万円

8 保険年金課
国民健康保険特別会計
保健助成業務

被保険者の健康の保持増進及び医療費の適正
化に資する事業として、重症化予防事業を含
む保健事業を実施する。

1億3,749万円 1億3,104万円

7 障害者支援課 地域生活支援業務

市の状況に応じて創意工夫を加味した国県補
助・単市事業（相談・意思疎通支援・移動支
援、日常生活用具給付、福祉医療費・タク
シー助成）等。

18億1,068万円 18億1,928万円 17億8,997万円
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